


岩手 県 の 行政 事務 か ら の 桑 力 団 の 排除 に 関す る 合意 書 





















































岩手 県 (以下 「 甲 」 と いう 。) 及び 岩手 県 警察 本 部 (以下 「 選 」 と いう 。) は 、 岩手 県 が 行 
う 行政 事務 か ら の 暴力 団 等 の 排除 を 徹底 し 、 公平 か つ 公正 な 県 政 運 営 に 資す る た め に 必要 な 
事項 に つい て 、 次 の と お り 合 意 す る 。 




























































































(趣旨 ) 
第 1 条 この 合意 書 は 、 甲 が 行う 行政 事務 か ら 革 力 団 等 を 排除 する に 当たり 、 甲 及び が 緊 
密 に 連携 する た め に 必要 な 事項 を 定め る 。 
(定義 ) 

















第 2 条 この 合意 書 に お いて 、 次 の 各 号 に 掲げ る 用 語 の 意義 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定め る 
る 


(1) 行政 事務 次 に 掲げ る 事務 を いう 。 

ア 公共 工事 、 測量 ・ 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業務 等 請負 、 役 務 提供 、 物 品 資材 調達 等 の 公 

共 調 達 、 公有 財産 売却 等 の 入札 及び 契約 

イ 給付 金 、 助 成金 その 他 の 人 金銭 の 給付 

ウ 公 の 施設 の 指定 管理 者 の 指定 
エエ 公 の 施設 の 利用 に 関す る 事務 

オ その 他 申 請 、 申 込み 等 に 対し 県 が 行う 相手 方 の 利益 に な る 可能 性 の ある 処分 等 の 事 
務 

(2) 暴力 団 駿 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 
以下 「 法 」 と いう 。) 第 2 休 第 2 号 に 規定 する 暴力 団 を いう 。 

(3) ラ 桑 力 団員 法 第 2 条 第 6 号 に 規定 する 暴力 団員 を いう 。 

(4) 排除 措置 甲 が 行う 行政 事務 の 相手 方 と し な い 措 置 を いう 。 










































































































































































と 


平成 3 年 法律 第 77 号 。 






































(排除 措置 対象 者 ) 
第 3 条 排除 措置 の 対象 と な る 者 (以下 ! 排 除 措 置 対象 者 」 と いう 。) は 、 次 の いずれ か に 
該当 する と 認め られ る も の と する 。 

(1) 松 力 団 
(2) 禁 力 団員 
(3) 禁 力 団 又 は 反 力 団員 と 密接 な 関係 を 有する 者 



















































































(情報 提供 ) 
第 4 条 甲 は 、 行 政事 務 の 相手 方 と な り 、 又 は な る 可能 性 が ある と 認め られ る 者 が 排除 措置 
対象 者 に 該当 する か 否 か に つい て 、 乙 に 照会 する こと が で きる 。 
2 と は 、 前 項 の 規定 に よる 照会 が あっ た 場合 に は 、 速やか に 該当 の 有無 に 関し 調査 を 行い 、 
その 結果 を 甲 に 通知 する も の と する 。 
3 と は 、 第 1 項 の 規定 に よる 照会 が あっ た 場合 の ほか 、 甲 が 行う 行政 事務 の 相手 方 が 排除 
措置 対象 者 に 該当 する と 認め た と き は 、 速 や か に 甲 に 通知 する も の と する 。 












































































































































































































































第 5 条 甲 及 び 選 は 、 こ の 合意 毒 の 運用 に より 取得 し た 個人 情報 を 適正 に 管理 し 、 こ の 合意 
を 運用 する 目的 以外 に は 使用 し な いも の と する 。 

























































































第 6 条 甲 及 びと は 、 テ 桑 力 団 等 の 排除 の 徹底 を 図る た め 、 相 互 に 情報 交換 を 行う 等 、 連携 の 
強化 に 努め る も の と する 。 












































2 は 、 排 除 措 置 対象 者 か ら の 妨害 、 い や が ら せ 等 が 生じ 、 又 は 生じ る こと が 予想 され る 
と き は 、 と に 対し 支援 及び 協力 を 依頼 する こと が で きる 。 











3 と は 、 前 項 の 規定 に よる 依頼 が あっ た 場合 その 他 必 要 と 認め られ る 場合 に は 、 甲 に 対し 
必要 な 支援 及び 協力 を 行う も の と する 。 

4 乙 は 、 排 除 措置 対象 者 か ら 甲 に 対し 不服 申立 て 、 訴 訟 の 提起 等 が あっ た 場合 に は 、 第 4 
条 第 2 項 又は 第 3 項 の 規定 に より 甲 に 通知 し た 情報 その 他 の と が 甲 に 提供 し た 情報 の 正 
当 性 を 立証 する な ど 、 必 要 な 協力 を 行う も の と する 。 































































































(適用 除外 ) 
第 7 条 甲 が 行う 行政 事務 か ら の 鞭 力 団 等 の 排除 に 関し 、 甲 及び と の 間 で 別に 協定 書 若 し く 
意 書 を 締結 し て いる 場合 又は 法令 等 に 鞭 力 団 の 排除 に 関す る 定め が ある 場合 は 、 当 該 
書 若 し く は 合意 書 又は 法令 等 に 定め の ある 事項 に つい て は 、 こ の 合意 書 を 適用 し な い 。 




























































































第 8 条 この 合意 書 に 定め の な い 事 項 又 は この 合意 書 に 対す る 疑義 に つい て は 、 そ の 都度 甲 
及び と が 協議 の 上 、 決 定 す る も の と する 。 











この 合意 書 の 締結 を 証する た め 、 本 書 2 通 を 作成 し 、 甲 及び が 署名 、 押 時 し て 、 各 自 1 
通 を 保有 する も の と する 。 






































平成 23 年 7 月 1 


























岩手 県 知事 達 増 拓也 















































と 岩手 県 警 宗 本 部 長 樹 下 商 








